瑞穂町地域づくり補助金交付要綱

　平成１７年６月３０日
　告　示　第 １１６ 号
（趣旨）

第１条　この要綱は、瑞穂町の地域特性を活かした住民主体の地域づくりを推進するため、予算の範囲内において、瑞穂町地域づくり補助金（以下「地域づくり補助金」という。）を交付することについて、瑞穂町補助金等交付規則(平成１８年規則第１１号。以下「規則」という。) に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（財源)

第２条　地域づくり補助金の交付に要する財源は、瑞穂町特別会計条例（昭和５１年条例第４号）第２号から第５号までに規定する特別会計から瑞穂町一般会計への繰出金をもって充てる。
２　前項に規定する各財産区特別会計から瑞穂町一般会計への繰出金の額は、瑞穂町殿ケ谷財産区管理会、瑞穂町石畑財産区管理会、瑞穂町箱根ケ崎財産区管理会及び瑞穂町長岡財産区管理会と、町長が協議して決定する。

（交付基準)

第３条　地域づくり補助金は、別表に定める対象となる事業又は活動（以下「事業等」という。）ごとに定める限度額を上限とし、その要する経費の４分の３に相当する額を交付する。ただし、当該事業等に対して地域づくり補助金以外の補助金等の交付を受け、又は受ける予定がある場合は、交付対象としない。

２　前項の規定により算出した地域づくり補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
（交付申請）
第４条　地域づくり補助金を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類に関係書類を添えて、事業等を実施する前までに町長に提出しなければならない。
（１）地域づくり補助金交付申請書（様式第１号）
（２）具体的な事業又は活動説明書（様式第２号）
（３）予算書（様式第３号）
２　団体の代表者を変更したとき、又は当該補助金を初めて申請す

るときは、前項各号に掲げる書類のほか代表者（代表者変更）届（様式第４号）を町長に提出しなければならない。

（審査手続）

第５条　瑞穂町組織規則（平成２０年規則第９号）及び瑞穂町教育委員会事務局処務規則（平成２５年教育委員会規則第２号）に規定する課で、当該事業等を所管する課（以下「該当課」という。）は、町長が特に必要であると認めるときは、申請内容について第１条の趣旨及び第３条第１項に規定する交付基準を満たすことを確認し、地域づくり補助金対象事業に係る意見書(様式第５号)を協働推進部協働推進課に提出しなければならない。

（交付決定）
第６条　町長は、第４条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、交付することが適当と認めるときは、交付額を決定し、速やかに規則第７条に規定する補助金等交付決定通知書により申請者に通知しなければならない。

２　町長は、前項の規定による決定に当たり必要があるときは、条件を付すことができる。
　（請求）
第７条　前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、地域づくり補助金請求書（様式第６号）により、町長に地域づくり補助金を請求するものとする。

（変更申請等）
第８条　交付決定者は、第６条の規定により、対象事業等の申請内容を変更しようとする場合は、規則第１２条に規定する補助事業等変更承認申請書を町長に提出しなければならない。
２　該当課は、町長が特に必要であると認めるときは、前項に規定する変更申請の内容について、第１条の趣旨及び第３条第１項に規定する交付基準を満たすことを確認しなければならない。

３　町長は、第１項に規定する変更申請があったときは、変更承認又は不承認を決定し、地域づくり補助金補助事業等変更承認(不承認)書(様式第７号)により交付決定者に通知しなければならない。

４　町長は、前項の変更の承認に当たり必要があるときは、条件を付すことができる。

(報告及び調査)

第９条　町長は、地域づくり補助金に関し、必要があると認めるときは、申請者又は交付決定者から報告を求め、又は関係書類その他必要な事項を調査することができる。

（実績報告）
第１０条　交付決定者は、地域づくり補助金の交付年度の３月末日までに、次に掲げる書類に必要な書類を添付して町長に提出しなければならない。
（１）地域づくり補助金実績報告書（様式第８号）
（２）対象事業又は活動の内容（様式第９号）
（３）決算書（様式第１０号）
２　町長は、前項に規定する実績報告書の提出期限を変更する必要があると認めるときは、同項に規定する期限を変更することができる。
３　担当課は、町長が特に必要であると認めるときは、第１項に規定する実績報告書の内容について、第１条の趣旨及び第３条第１項に規定する交付基準を満たすこと及び地域づくり補助金の補助効果を確認しなければならない。
（額の確定）
第１１条　町長は、前条に規定する実績報告書が適当であると認めるときは、規則第１７条に規定する補助金等交付確定通知書により交付決定者に通知しなければならない。

（交付決定の取消し）
第１２条　町長は、地域づくり補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当したときは、当該補助金の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正な手段により地域づくり補助金の交付を受けたとき。

（２）第８条第３項による変更承認を受けずに、地域づくり補助金の使途を変更したとき。
（３）第１０条に規定する実績報告書が事実と異なるとき。

（４）第６条に規定する地域づくり補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

(返還)

第１３条　地域づくり補助金の交付を受けた者は、前条の規定による全部又は一部の取消しを受けた場合で、既に当該補助金の交付を受けているときは、その取消しに係る額を町長が指定する日までに返還しなければならない。
２　前項の取消しを受けた者は、民法（明治２９年法律第８９号）第４０４条に規定する法定利息を違約加算金として、町長の指定する日までに納入しなければならない。

　(制限)

第１４条　地域づくり補助金により取得した備品等の財産を他に譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供するときには、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。
　　　附　則

　この要綱は、告示の日から施行する。
　　　附　則（平成１９年告示第６５号）

　（施行期日）
１　この告示は、平成１９年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示の施行の際、現に改正前の瑞穂町地域づくり補助金交付要綱の規定により行われた交付申請その他の行為は、改正後の瑞穂町地域づくり補助金交付要綱の規　定にかかわらず、なお従前の例による。
　　 附　則（平成２０年３月３１日告示８１号）
　この告示は、平成２０年４月１日から施行する。
　　 附　則（平成２１年３月１９日告示６０号）
　この告示は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２２年３月８日告示第２８号）
　この告示は、平成２２年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２３年３月３１日告示第５７号）

　この告示は、平成２３年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２４年６月２９日告示第１１９号）
　この告示は、平成２４年７月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年３月３０日告示第８６号）
　（施行期日）
１　この告示は、平成３０年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示による改正後の瑞穂町地域づくり補助金交付要綱の規定は、平成３０年４月１日以後に申請された補助金の交付について適用し、同日前に申請された補助金の交付については、なお従前の例による。
附　則（令和４年１月２５日告示第１５号）
　（施行期日）
１　この告示は、令和４年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示による改正後の瑞穂町地域づくり補助金交付要綱の規定は、令和４年４月１日以後に申請された補助金の交付について適用し、同日前に申請された補助金の交付については、なお従前の例による。
附　則（令和４年８月３０日告示第１７２号）

　この告示は、告示の日から施行する。

